
（平成２２年１１月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認奈良地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

奈良国民年金 事案 935 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から 47 年３月までの期間及び同年４月から 52 年

11 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月から 47年３月まで 

             ② 昭和 47年４月から 52年 11月まで 

申立期間①については、農業をしていた同居の父が集金人に毎年年末に

私の国民年金保険料を納付してくれていた。 

申立期間②については、結婚後で家計が大変であった私に代わり、引き

続き父が自宅にて集金人に毎年年末に私の国民年金保険料を納付してくれ

ていた。 

申立期間①及び②を通じて父が国民年金保険料を納付してくれていたは

ずなので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、申立人は「父が毎年年末にまとめて納付した。」と

述べているところ、納付したことを示す関連資料として提示された家計簿に

は、昭和 47 年 12 月 19 日、48 年 12 月 21 日、49 年 12 月 10 日、50 年 12 月

17 日、51 年 12 月８日、52 年 12 月３日に１年分の国民年金保険料をまとめ

て納付していたことをうかがわせる記載があり、記載された金額も当時の国

民年金保険料額とおおむね一致しており、申立人の父親が申立人の国民年金

保険料を納付していたことが推認できる。 

また、申立期間①について、関連資料はないものの、上記のとおり、婚姻

後に別居した申立人である娘の保険料納付が推認できることから、連続性の

観点からも婚姻前に同居していた娘の保険料を申立人の父親が納付していた

と考えるのは不自然ではない。 

さらに、申立人の両親は、国民年金制度創設時の昭和 36 年４月から加入



 

  

し、申立期間を含め加入期間は免除期間を除き 60 歳まで完納しており、強制

加入である申立人の妹は 20 歳から、任意加入である申立人の弟も 20 歳６か

月から加入し、申立人の妹、弟とも加入期間については完納しており、国民

年金保険料の加入意識及び納付意識の高さがうかがえ、同居していた申立人

の国民年金保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

加えて、国民年金の加入手続をしたと想定される昭和 45 年１月から 48 年

３月までの国民年金手帳記号番号払出簿を確認したところ、申立人の氏名は

見当たらないものの、一部に記録の不備が確認できることから、何らかの事

務的過誤が生じ申立人の納付記録が失われた可能性も考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

  

奈良国民年金 事案 936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12 年 10 月から 13 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年 10月から 13年６月まで 

国民年金保険料については、自宅に納付書が送られてきた時に銀行で納

付した。申立期間については、２回に分けて納付した記憶もある。 

私の両親は、税金や年金などは必ず納付する几
き

帳面な性格であり、私も

そのように教育されてきたので、申立期間が未納となっているのは納得で

きない。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 12 年分の確定申告書（控）によると、社会保険

料控除の項目に、「国民年金３万 9,900 円」と記載されていることが確認で

き、その額は申立期間のうち 12 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料

額と一致している上、これに伴う国税還付金額も銀行口座の入金記録と一致

している。 

また、申立人は「国民年金保険料は平成 13 年になってから納付したと思う。

保険料の原資として私名義の普通預金口座から出金した記憶がある。」と述

べているところ、申立人名義の銀行普通預金口座の入出金記録より、同年１

月＊日付けで同預金口座において、申立期間のうち 12 年 10 月から 13 年３月

までの保険料額を含む金額が支出されており、申立人が保険料を納付するこ

とが可能であったことが確認できる。 

さらに、申立人は「申立期間の保険料を２回に分けて納付した記憶もあ

る。」と述べているところ、銀行の入出金記録において平成 13 年７月＊日付

けで、申立期間のうち同年４月から同年６月までの保険料額とほぼ一致する

４万円の出金記録が確認できることから、申立人は同年７月にも保険料を納



 

  

付した可能性がうかがえる。 

加えて、申立人を含む同居家族全員が厚生年金保険から国民年金への複数

回にわたる切替手続をすべて確実に行っている上、未納がない等、申立人を

含む同居家族全員の国民年金に対する納付意識の高さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

奈良国民年金 事案 937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年３月まで 

私が大学に在学中の国民年金保険料は、母が毎年免除申請を行っていた。

申立期間前後は免除承認されており、申立期間のみが未納とされているこ

とに納得がいかないので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、大学在学中の国民年金保険料は、母親が毎年免除申請を行って

いたと主張しているところ、オンライン記録によると、申立人及びその兄が

大学生であった期間の免除申請手続は、申立期間を除き、申立人及びその兄

が 20 歳に到達した月、又は当該年度の５月に行われていることが確認できる

ことから、その主張に不自然さはみられない。 

また、オンライン記録によると、申立期間の前後の期間は免除承認されて

いることが確認でき、申立期間の前後を通じて、申立人及びその母親の生活

状況や所得水準に大きな変化は無かったと考えられる上、申立期間当時、Ａ

町役場では、保険料の納付を免除されている国民年金被保険者に対して、翌

年度の免除申請の案内を行っていたとしていることから、申立人の母親が申

立期間のみ免除申請を行わなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を免除されていたものと認められる。 



 

  

奈良国民年金 事案 938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から同年６月まで 

私が、住んでいる地域は、Ａ金融機関の職員が地元の集会所に国民年金

保険料の集金に来ており、両親が集会所に行き、保険料を納めてくれてい

た。申立期間において、両親の納付記録があるにもかかわらず、私の納付

記録がないのは納得がいかないので、調査をして記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしていたとする同居の両

親は、申立期間を含めて保険料を完納している上、申立期間は３か月と短期

間であり、申立人の国民年金加入期間については、申立期間を除き、保険料

がすべて納付されていることから、申立人の両親の納付意識の高さがうかが

える。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 45 年８月７日に払い出されていることが確認でき、国民年金被保

険者台帳（旧台帳）によると、申立期間の直前の 43 年４月から 45 年３月ま

での期間の保険料は過年度納付されていることが確認できることから、申立

人の両親が、申立人の加入手続時において納付が可能であった期間の保険料

を直ちに納付し、申立人に係る保険料の未納期間を解消しようとしたことが

うかがえ、申立人の両親の納付意識の高さを踏まえると、申立人の両親が、

現年度納付が可能な申立期間の保険料についても納付していたものと考える

のが自然である。 

さらに、申立人は、Ａ金融機関の職員が地元の集会所に国民年金保険料の

集金に来ていたと主張していることから、Ａ金融機関Ｂ支店に対し、当該主

張内容について確認したところ、同支店から当該主張内容に符合する内容の

回答が得られた。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 882 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格取得日に係る記録を昭和 42 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を４万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年７月１日から同年８月１日まで 

厚生年金保険の記録によると、Ｂ社に勤務していた昭和 42 年７月１日か

ら同年８月１日までの記録が無いが、年金手帳には同年７月１日にＣ市で

資格を喪失し、同日にＤ市で資格を取得したことが記入されている。調査

して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された在籍証明書、人事発令記録、Ｅ健康保険組合の被保険

者記録、及び雇用保険の被保険者記録により、申立人が同社に継続して勤務

し（昭和 42 年７月１日にＡ社（Ｃ市）からＡ社（Ｄ市）に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 42

年８月の厚生年金保険被保険者名簿の記録から４万 5,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

奈良厚生年金 事案 883 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 46 年 10 月１日に訂正し、同年９月の標準報酬月額を４万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年９月 30日から同年 10月１日まで 

私は、高校卒業後の昭和 44 年３月に、正社員としてＡ社に入社してから

現在に至るまでの間、途中で退職したこと無く、一貫して同社に勤務して

きた。申立期間において、同社Ｂ支店Ｃ営業所が同社Ｄ支店に昇格したこ

とに伴う異動があったものの、給与からは厚生年金保険料が控除されてい

た。同社での１か月の空白期間について、厚生年金保険の記録を回復して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した社員履歴、支店昇格通知及び雇用保険の被保険者記録から、

申立人は、昭和 44 年３月 10 日から現在まで同社に継続して勤務し（同社Ｂ

支店Ｃ営業所が同社Ｄ支店に昇格したことに伴い、昭和 46 年 10 月１日に同

社Ｂ支店Ｃ営業所から同社Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 46 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、４万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を社会保険事務所（当時）に

納付する義務を履行したか否かについては、事業主が厚生年金保険被保険者

資格の喪失日を誤って昭和 46 年９月 30 日として届出を行ったとしているこ



 

  

とから、事業主は同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年９月分の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 884 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないと認められること

から、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 39年３月 21日から 44年４月１日まで 

 私の年金記録を確認すると、昭和 39 年３月 21 日から 44 年４月１日ま

でのＡ社に勤務していた期間について脱退手当金が支給されていることが

分かった。同社については、健康面の不安から退職したが、申立期間後に

すぐに復職しており、脱退手当金を請求し受給した覚えがないので、厚生

年金保険の受給を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、オンライン記録による脱退手当

金支給日である昭和 45 年３月 27 日よりも前の同一事業所における直近の被

保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている

が、当該支給日の直近の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によりＡ社の申立期間における

被保険者記録が確認できる同僚 12 人の中には、退職時に会社から脱退手当

金の説明があったと記憶している者がおらず、また、当時の事務担当者は

「退職時に会社から脱退手当金の説明はしておらず、自分については父親が

脱退手当金の受給手続をしてくれた。」と証言していることから、事業主が

申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が脱退手当金を受給したと認められない。 



 

  

奈良厚生年金 事案 885              

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間においてＡ社Ｂ事業所に勤務し、Ａ社共済組合の組合

員であったことが認められることから、申立人のＡ社共済組合員としての資

格取得に係る記録を昭和 42 年４月１日、資格喪失に係る記録を 43 年４月１

日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、10 万 3,125 円とすることが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月１日から 43年４月１日まで 

年金記録を確認したところ、Ａ社Ｂ事業所に入社した昭和 42 年４月１日

から 43 年４月１日までの加入記録が無いとの回答をもらった。同社には、

高校を卒業後、正職員として入社し、継続して勤務していた。申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ事業所に昭和 42 年４月１日から大学に入学することとな

った 43 年３月末まで勤務していたと供述しているところ、申立人が提出した

当該勤務期間に撮影された写真及び同僚等の証言から、申立人が申立期間に

ついて同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人が同期で入社したとしている同僚は、申立人とは同じ課で同

じ業務をしていたと証言しているところ、当該同僚は昭和 42 年４月１日にＡ

社共済組合員の資格を取得していることが確認できることから、申立人は、

申立期間にＡ社共済組合の組合員であったことが認められる。 

Ａ社共済組合員であった期間は、平成９年４月１日から厚生年金保険法等

の一部を改正する法律の規定により厚生年金保険の被保険者であった期間と

みなされることから、申立人のＡ社共済組合員として資格取得日に係る記録

を昭和 42 年４月１日、資格喪失日に係る記録を 43 年４月１日に訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同期入社した同僚の

俸給及びＣ共済組合法等の一部を改正する法律の規定から判断すると、10 万

3,125円とすることが妥当である。 



 

  

奈良国民年金 事案 939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年７月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年７月から３年３月まで 

20 歳のときに国民年金保険料納付のはがきが届いたため、母が私の将来

のことを考えて、当初、現金で納付していたが、記録は銀行振込みした時

点からしかない。申立期間について訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、 

平成３年４月１日に払い出されていることが確認でき、これより前に、申立

人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡がないことから、

このころ国民年金に加入したものと推認できる。 

また、申立人の資格取得日は、国民年金の加入手続の時点で 20 歳にさか

のぼって資格を取得しておらず、申立人は、20 歳到達時において学生であっ

たため国民年金の加入は強制ではなく任意であったところ、平成３年４月１

日に学生が国民年金の強制被保険者となったことにより、国民年金被保険者

として資格を取得したと考えるのが自然である。 

さらに、Ａ市（申立期間当時は、Ｂ町)の国民年金被保険者名簿が、平成

３年４月１日に作成されており、同日に資格を取得していることが確認でき

る。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年９月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年９月から 58年３月まで 

私には国民年金に加入した記録も納付した記録も無いとのことであるが、

弟は 20 歳から国民年金保険料を納付している。弟が納付しているのに兄で

ある私が国民年金に加入せず保険料を納付していないはずはない。 

私自身は国民年金の加入手続及び保険料の納付はしていないが、申立期

間当時、祖父が家計を管理し国民年金保険料の納付もしていたと母から聞

いているので、調査して記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、祖父が申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしてい

たと母から聞いたと主張しているが、申立人の母に具体的な記憶は無く、ま

た、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無い。 

また、申立人は、「祖父は、弟が 20 歳になった時から国民年金保険料を納

付しており、兄である私の分を納付していないはずはない。」と述べている

が、弟の国民年金手帳記号番号は昭和 60 年８月８日に払い出され、同年８月

に 58 年７月から 60 年３月までの国民年金保険料をさかのぼって納付してい

ることが確認できることから、57 年＊月＊日に死亡した祖父が弟の国民年金

の加入手続及び保険料納付に関与することはできない。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与してお

らず、祖父が申立人の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 941 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年８月から 59 年３月までの期間及び同年４月から 60 年８

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年８月から 59年３月まで 

             ② 昭和 59年４月から 60年８月まで 

私は、20 歳に到達したのを契機に、国民年金の加入手続を行った。申立

期間①については、当時短期大学生であったが、学校の長期の休みや週末

に実家に帰った際に、親からの仕送りの中からまとめて保険料を納付して

おり、申立期間②については、実家の事業を手伝いながら小遣いの中から

継続して保険料を納付していた。申立期間が未加入とされていることに納

得がいかないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市及びＢ市が保管している国民年金被保険者名簿、申立人が現在所持し

ている年金手帳及びオンライン記録によると、そのいずれにも申立人が平成

２年８月 31 日に国民年金の第１号被保険者資格を取得した記載が確認でき

るとともに、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳

記号番号は、同年 12 月 18 日に払い出されており、申立人に対して別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いことから、申立人はこのころ国民年金に加入したものと推認される。 

また、申立期間①について、申立人は短期大学生であり、国民年金の被保

険者資格が任意加入被保険者となることから、制度上、さかのぼって資格を

取得することはできず、同期間の国民年金保険料について納付することはで

きない。 

さらに、申立期間②について同期間の国民年金保険料は、申立人の国民年

金手帳記号番号が払い出された時点で時効により、制度上、納付することが



 

  

できない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 942 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年２月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年２月から 61年３月まで 

    私は、結婚後、昭和 51 年９月に国民年金に加入した。59 年３月にＡ市

からＢ市へ転居することが決まっていたため、Ｂ市でも継続して払い続け

るつもりだったので、同年４月から納付が途切れないように、Ａ市で同年

２月に早めに手続をした。申立期間に保険料を納付できなかったという事

情は無く、また、いったん加入しながら途中でやめるということも考えら

れない。調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年９月に国民年金に任意加入してから国民年金第３号被

保険者になるまでの期間において、途中でやめることはなく、申立期間も継

続して保険料を納付していたと主張しているが、申立人が所持する年金手帳、

国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）及びＡ市が保管する国民年金被

保険者名簿によると、そのいずれにも 59 年２月 25 日に資格を喪失した旨の

記載があることから、行政側の記録管理に不自然な点はうかがえない。 

   また、申立人は、「昭和 59 年３月にＡ市からＢ市へ転居することが決まっ

ていたため、早めに転出の手続をしようと同年２月にＡ市役所に手続に行っ

た。」と述べているが、上述のとおり、各種の資料において 59 年２月 25 日

に国民年金の資格喪失手続が行われたことが確認できることから、申立人が

行ったとする手続は、国民年金の住所変更手続ではなく資格喪失手続であっ

たため、申立期間が未加入期間となり、国民年金保険料を納付することがで

きなかったと推認される。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 886 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月２日から同年 11月 14日まで 

Ａ社Ｂ劇場のＣ売場に昭和 30年８月 14日から 31年 11月 14日まで継続

して勤務した。申立期間の厚生年金保険の記録が無いので調査して記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ劇場に昭和 31 年 11 月 14 日まで勤務したとしているが、

申立期間において継続して勤務していた具体的な記憶が無い。 

また、申立期間当時、当該事業所に勤務していた同僚及び社会保険事務の

担当者に照会したが、申立期間に係る申立人の勤務実態や事業所における厚

生年金保険の適用について確認できる関連資料や供述を得ることはできなか

った。 

さらに、当該事業所は昭和 46 年２月 11 日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、申立てに係る状況を確認できない。 

加えて、申立人の当該事業所における健康保険厚生年金保険事業所別被保

険者名簿には、資格喪失日の欄に昭和 31 年４月２日、備考欄には健康保険

証を返納したことを意味する｢返｣と記されており、当該名簿に不自然さはう

かがえない。 

このほか、申立人が申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 887 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年９月 15日から 22年６月１日まで 

昭和 18 年にＡ社本店に入社し、22 年 12 月に結婚退社するまで途中退職

はしていない。年金事務所の回答では、20 年９月に厚生年金保険の資格を

喪失し、22 年６月に再取得した記録となっている。また、勤務先がＢ労働

組合となっており、労働組合の専従者になった覚えもない。記録について

理解できないので再調査を願います。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 18 年にＡ社本店に入社し、22 年 12 月に結婚退社するまで

途中退職はしていないと主張しているが、申立人と同日に被保険者資格を喪

失した同僚は、「21 年ごろに会社をいったん退職し、22 年６月に会社から

再入社の要請があった。」と証言しており、同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿によると、申立人を含む女子社員 125 人が 20 年９月 15 日に

資格を喪失していることが確認できる。 

また、別の同僚は「女子社員は全員退職し、そのうち約 20 人は再入社の

扱いとなった。実際には継続して働いていたと思う。」と証言しており、同

名簿によれば、昭和 20 年９月 15 日に資格を喪失した 125 人のうち、申立人

を含む 20 人は 22 年６月１日に再度、厚生年金保険の資格を取得しているこ

とが確認できる。 

さらに、申立人のＡ社本店に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に

よると、申立期間の前の厚生年金保険被保険者期間である昭和 19 年 10 月１

日から 20 年９月 15 日までの期間については、短期脱退手当金の支給記録が

あり、当時は支給開始まで待機期間として１年（厚生年金保険法・船員保険

法特例臨時措置に関する件により昭和 21 年 10 月 29 日以降待機期間廃止）



                      

  

を要したことから、申立人は少なくとも資格喪失日の１年後である 21 年９

月までは厚生年金保険の被保険者として再度、資格を取得することはなかっ

たと推認できる。 

また、申立人は勤務先がＢ労働組合となっており、労働組合の専従者にな

った覚えもないと主張しているが、Ａ社本店は平成２年７月 24 日にＢ労働

組合という名称に変更されている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 888 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38年４月ごろから 40年５月１日まで 

 厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、申立期間のＡ社における厚生年金保険の加入記録が無いとの回答で

あった。 

 勤務を証明する写真を保管しているので、再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の事業主の証言及び申立人が保管している写真により、申立人が同社

に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社の事業主は、「申立期間当時、当社は、厚生年金保険の適用

事業所になっておらず、従業員の給与から厚生年金保険料を控除していな

い。」と回答しており、オンライン記録により、Ａ社は昭和 44 年２月１日

に厚生年金保険の適用事業所となったことが確認できる。 

また、申立人の上司は、「申立期間当時、給与から厚生年金保険料は控除

されておらず、自身で国民年金の保険料を納付していた。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 889 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年 11月１日から 48年４月１日まで 

高校を卒業してＡ社に入社し、結婚により退職するまで継続して勤務し

た。厚生年金保険の記録では関連会社のＢ社に勤務したことになっている

が記憶に無い。厚生年金保険の加入期間に５か月間の未加入期間があるの

で、確認して厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＢ社に勤務していた同僚の証言から、申立人が申立期間において、

Ｂ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は、昭和 47 年 11 月１日に

Ａ社における被保険者資格を喪失し、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所とな

った 48 年４月１日に同社において被保険者資格を取得した記録となっており、

申立期間における被保険者記録が無い。このことについて、申立人は、Ｂ社

に勤務した記憶は無いとしているところ、複数の同僚は、「Ｂ社が設立され

ることになり、申立人と同時期にＡ社からＢ社に移ったが、勤務場所も業務

内容も変更は無かった。」旨を証言している。 

また、申立人と同様に、当該同僚にも申立期間に係る厚生年金保険の被保

険者記録は無い。 

さらに、Ａ社に照会したところ、「Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所でな

かった時期であれば、Ａ社の資格喪失と同時にＢ社の資格取得は行っていな

い。厚生年金保険の資格が無い状態で給与から保険料を控除することは考え

られない。誤って数か月分の保険料を控除しても納付することができないた

め、誤りに気付くので、保険料控除はしていなかったはずである。」と回答

している。 



                      

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 890 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年４月１日から 40年 12月１日まで 

昭和 34 年４月１日にＡ社に入社した。40 年＊月に長男を出産し、出産

休暇終了後復職する予定だったが、育児との両立ができないため、同年 12

月１日に同社を退社した。脱退手当金を受け取った覚えがないので調査し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記載されたページを

含む前後５ページに記載された女性のうち、申立人の資格喪失日の前後２年

以内に資格を喪失し、脱退手当金の受給要件を満たした 13 人全員に、資格喪

失後約３か月以内に脱退手当金が支給決定されている。 

また、複数の同僚が、「退職時に総務事務員から脱退手当金の制度につい

ての説明があった。」と証言していることなどを踏まえると、申立人につい

ても、その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いもの

と考えられる。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意

味する「脱」の表示が記されているほか、申立人の厚生年金保険の資格喪失

日から約２か月後の昭和 41 年２月７日に支給決定されており、脱退手当金の

支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 891 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年８月 25日から 32年６月１日まで 

    Ａ社に勤務していた期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査

して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務していたとするＡ社の所在地及び事業主について具体的な

記憶を有しているものの、同社は平成 15 年３月 31 日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、当時の事業主に照会しても申立てに係る状況を

確認できない。 

また、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において被保険者記

録の確認できる複数の同僚に照会しても、申立期間に係る申立人の勤務実態

や事業所における厚生年金保険の適用について確認できる関連資料や供述を

得ることはできなかった。 

さらに、申立期間前後において、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、整理番号の欠番は無く、申立人の氏名は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 892 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 37年５月１日から 38年 10月１日まで 

          ② 昭和 38年 10月１日から同年 12月１日まで 

 昭和 37年４月からＡ社に勤務し、退職するまで継続して勤務した。 

  しかし、Ａ社職員となる昭和 38 年 12 月１日より前の期間の記録が確認

できないのは納得できないので、厚生年金保険の期間として記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ機構から提出された申立人に係る個人履歴（申立人の人事記録）におい

て、同年 10 月１日から同年 11 月 30 日までは試用員として、同年 12 月１日

からは職員としてＡ社に勤務していたことが確認できる。 

   しかし、申立期間①について、「臨時雇用員等社会保険事務処理規程」に

より、臨時雇用員及び試用員が社会保険に加入することとなったのは、昭和

38 年 10 月１日以降である上、Ｃ事業所が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのも同日であることが確認できる。 

一方、申立期間②について、同個人履歴により、申立人が試用員としてＡ

社に勤務していたことが確認できるものの、同機構からは、「臨時雇用員及

び試用員に対する厚生年金保険への加入は、各事業所の判断にゆだねられて

おり、また、厚生年金保険への加入に関する資料は一切継承されていな

い。」との回答があり、申立人が申立期間中に厚生年金保険料を給与から控

除されていたことを確認することはできなかった。 

また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人

が申立期間②において厚生年金保険被保険者資格を取得した記録は確認でき

ず、整理番号の欠番等も無く、社会保険事務所（当時）の事務処理にも不自



                      

  

然さは見られない。 

 さらに、当該事業所の被保険者名簿において昭和 38 年 10 月１日に資格を

取得している 436名のうち、同年 12月１日に資格を喪失し、Ｄ組合に加入し

ている者は見られなかった。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる資料は無く、申立人の申立期間

における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 893 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年 10月から 45年２月まで 

② 昭和 55年６月から 58年８月まで 

申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社にそれぞれ勤

務し、厚生年金保険に加入していたはずである。申立期間①及び②につい

て、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が名前を挙げた役員及び同僚の証言から、期

間は定かではないものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本によると、同社の業務内容は喫

茶店業及び軽食店業となっており、申立期間当時、同社のようなサービス業

は厚生年金保険の非適用業種とされており、社会保険庁長官（当時）の認可

を受けて任意包括適用事業所となるほかには適用事業所となることはできな

かったところ、オンライン記録において、同事業所名及び類似の名称の事業

所が厚生年金保険の適用事業所であったことは確認できない。 

また、前述の役員及び同僚は、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所ではなく、

国民年金に加入していた旨を回答しており、いずれも申立期間における厚生

年金保険の被保険者記録は無い。 

さらに、Ａ社が雇用保険の適用事業所となったのは、昭和 57 年であり、

申立人の同社における雇用保険の加入記録は確認できない。 

申立期間②について、Ｂ社における仕事内容、所在地及び事業主の名前を

具体的に記憶していることから、期間は定かではないものの、申立人が当該

事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録において、同事業所名及び類似の名称の事



                      

  

業所が厚生年金保険の適用事業所であったことは確認できない。 

また、申立人が事業主として名前を挙げた者については、既に亡くなって

おり、また、申立人が同様の業務内容であったとして名前を挙げている同僚

については、姓のみの記憶しかないため、本人を特定できないことから、申

立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等を確認することができない。 

このほか、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる

給与明細書等の資料は無く、申立人に係る厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

奈良厚生年金 事案 894 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年２月から 30年７月まで 

             ② 昭和 30年７月から 33年２月まで 

             ③ 昭和 33年３月から 35年 10月１日まで 

    私は、昭和 26 年４月ごろ、Ａ社Ｂ班に入社し、その後 28 年にＡ社Ｂ班

からＡ社に出向した後、Ａ社に入社した。同社に入社後は、Ｃ作業所（申

立期間①）、Ｄ作業所（申立期間②）、及びＥ作業所（申立期間③）に勤

務していたが、厚生年金保険の記録では、資格取得日が昭和 35 年 10 月１

日となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間②当時の同僚の氏名を記憶しており、当該同僚も申立

期間について申立人がＡ社に勤務していたことを証言していることから、当

該期間については、同社Ｄ作業所に勤務していたことは推認できる。 

一方、申立人が主張する申立期間①、②及び③に係る作業所は、オンライ

ン記録により、厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できないとこ

ろ、当該同僚は、昭和 39 年２月１日に、Ａ社において厚生年金保険被保険者

資格を取得していることが確認できる。このことについて、当該同僚は、

「申立期間当時、中途採用者については、試用員として採用され、職員とな

るまでは厚生年金保険は適用されなかった。また、自分も申立人も試用員と

して採用され、自分が職員となったのは昭和 39 年ごろである。」旨の証言を

している。 

また、Ａ社では、申立期間当時の資料が保存されておらず当時の状況が不

明であるとしていることから、申立人の勤務実態及び給与からの保険料控除

について確認することができない。 



                      

  

さらに、申立人は申立期間①及び③に、各事業所において一緒に勤務して

いた同僚の氏名を記憶していないため、当該期間における申立人の勤務実態

等を同僚に照会することができない。 

加えて、申立人は、申立期間当時、健康保険証を使用した記憶があるので

厚生年金保険にも加入していたはずであると主張しているが、Ａ社はＦ国民

健康保険組合に加入しており、上述の同僚は、厚生年金保険に加入するまで

の期間においても同国民健康保険組合の健康保険証を使用していたと証言し

ている。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立

人に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 895 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年４月１日から同年 10月１日まで 

             ② 昭和 22年６月 14日から同年 10月１日まで 

             ③ 昭和 25年５月 31日から同年 10月１日まで 

    私の夫は、申立期間の前後の期間について、いずれも在職して厚生年金

保険に加入していた。申立期間においても夫が継続して勤務していたのは

間違いないので、夫の年金記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の人事記録及び同僚の証言から、申立人は、昭

和 21 年４月１日付けで同社を休職し、同日よりＢ協会に出向したことが確認

できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、昭和 21 年６月１日付けでＡ社か

らＢ協会に出向したとしている同僚については、同日にＡ社において、厚生

年金保険の被保険者資格を喪失し、申立人と同様に、同年 10 月１日にＢ協会

において、資格を取得しており、同年６月１日から同年 10 月１日までの期間

は厚生年金保険に未加入となっていることが確認できるところ、当該同僚は、

当該期間の給与からの厚生年金保険料の控除については不明としている。 

また、Ｂ協会は既に解散しており、出向元であったＡ社も申立期間①の給

与の支払状況については不明としているため、申立人の勤務実態及び給与か

らの保険料控除について確認することができない。 

申立期間②について、Ａ社の人事記録によると、申立人は、前記のとおり、

昭和 21 年４月１日付けで、Ｂ協会に出向した後、22 年７月１日付けで退職



                      

  

したとされているものの、同僚の供述から、同日に閉鎖した同協会を吸収し

たＣ公団（昭和 22 年７月１日に業務開始。）に継続して勤務していたと推認

できる。 

しかしながら、Ｂ協会が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日は、申

立人が資格を喪失した日と同日の昭和 22 年６月 14 日であり、また、Ｃ公団

が厚生年金保険の適用事業所となった日は、申立人が資格を取得した日と同

日の同年 10 月１日であることが、それぞれの事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿により確認でき、申立期間②については、いずれの事業所も厚

生年金保険の適用事業所ではない。 

また、オンライン記録によると、昭和 21 年６月１日付けでＡ社からＢ協会

に出向し、同協会がＣ公団に吸収された後も同公団で勤務したとしている前

記同僚についても、申立期間②の被保険者記録は確認できない。 

さらに、Ｃ公団は既に廃止されており、申立人の勤務実態及び給与からの

保険料控除について確認することができない。 

申立期間③について、同僚の証言から、申立人は、引き続きＣ公団に勤務

していたと推認できる。 

しかしながら、当該同僚は、「Ｃ公団Ｄ部は、申立期間③において、すべ

ての業務がＥ省に移管された。移管されてからＡ社に復帰するまでの期間は

厚生年金保険に加入していない。」旨の証言をしており、事実、オンライン

記録によると、当該同僚は昭和 25 年３月 31 日にＣ公団で資格を喪失してか

ら、Ａ社で同年５月 15 日に資格を取得するまでの期間に厚生年金保険の被保

険者記録は無い。 

また、当該同僚は、「申立人は、私より遅れてＡ社に復帰した。」と証言

していることから、申立人のＡ社における資格取得日が、同年 10 月１日と記

録されていることに不自然さはみられない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立

人に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


